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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第87期
第３四半期
連結累計期間

第88期
第３四半期
連結累計期間

第87期

会計期間
自 平成29年４月１日

至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日

至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日

至 平成30年３月31日

売上高 （百万円） 166,399 168,703 224,036

経常利益 （百万円） 11,965 7,770 14,420

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（百万円） 6,218 3,095 7,709

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 8,624 3,169 11,135

純資産額 （百万円） 67,172 69,480 69,713

総資産額 （百万円） 141,935 142,849 141,076

１株当たり四半期（当期）
純利益

（円） 161.85 80.13 200.46

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） 161.26 80.06 199.82

自己資本比率 （％） 41.8 43.0 43.3
 

 

 

回次
第87期
第３四半期
連結会計期間

第88期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日

至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日

至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 31.24 17.52
 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結累計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

 

２ 【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値

で前連結会計年度との比較・分析を行っております。

 

(1) 財政状態の状況

（資産）

総資産は1,428億49百万円と前連結会計年度末に比べ、17億73百万円の増加（+1.3％）となりました。この主な要

因は、現金及び預金が23億79百万円減少、受取手形及び売掛金が41億42百万円増加、有形固定資産が17億25百万円

増加したことによるものであります。

（負債）

負債は733億69百万円と前連結会計年度末に比べ、20億６百万円の増加（+2.8％）となりました。この主な要因

は、長期借入金が29億円増加したことによるものであります。

（純資産）

純資産は694億80百万円と前連結会計年度末に比べ、２億33百万円の減少（△0.3％）となりました。この主な要

因は、利益剰余金が17億38百万円増加、その他有価証券評価差額が８億55百万円減少、為替換算調整勘定が６億29

百万円減少、非支配株主持分が６億28百万円減少したことによるものであります。

 

　（2) 経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間の世界経済は、米国経済は財政支出の拡大が景気を押し上げたほか、減税効果もあ

り、個人消費や設備投資も堅調に推移したものの、米中貿易摩擦などの世界経済への影響が懸念され、FRBも利上げ

について慎重な姿勢を見せるなど不安定な動きを見せています。中国では、対米貿易摩擦などから設備投資の減速

や自動車販売を中心とした個人消費の鈍化が見られ、景気は減速傾向となりました。欧州においては、英国のEU離

脱や欧州政治の混乱が影響し、景気は横ばいの状況で推移しました。

　わが国経済におきましては、自然災害が相次いで発生し、景気下振れの圧力になりましたが、企業業績・雇用環

境・個人消費が底堅く推移し、景気は回復基調を維持しているものの、米中貿易摩擦などの影響が懸念されており

ます。

当社グループの関連する自動車業界では、米国市場の新車販売市場の冷え込みがあり、中国においては、乗用車

需要がマイナス成長になる等、市場の拡大が鈍化しております。一方、日本市場においても国内向けの乗用車の新

車効果が一巡し、加えて米国向けの輸出が減少したため、全体で生産台数が微減となりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は、北米地域の伸び悩みもありましたが、日本及びアジア

セグメントにおける新規立上げ車種の売上寄与により、1,687億３百万円と前年同四半期に比べ23億４百万円の増収

（+1.4％）となりました。しかしながら営業利益は、新車立上げ準備費用の増加や、新拠点設立費用の影響によ

り、71億92百万円と前年同四半期に比べ42億54百万円の減益（△37.2％）となりました。経常利益は77億70百万円

と前年同四半期に比べ41億94百万円の減益（△35.1％）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は30億95百万

円と前年同四半期比31億23百万円の減益（△50.2％）となりました。
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セグメントの業績は次のとおりであります。

（日本）

日本では、新規車種の立上げ及び現行車種の増産により、売上高は483億12百万円と前年同四半期比１億22百万

円の増収（+0.3％）となりましたが、新拠点設立費用及び新車立上げ費用により、２億59百万円のセグメント損

失と前年同四半期比19億32百万円の減益となりました。

（北米)

　アメリカでは、乗用車需要の落ち込みはあるもののSUV車の需要拡大及び新車効果により、売上高は742億13百

万円と前年同四半期比６億11百万円の増収（+0.8％）となりましたが、労働市場の逼迫に加えて、習熟人員確保

による労務費の増加、新車立上げ費用やメキシコの自然災害による一部得意先の生産停止による影響もあり、セ

グメント利益は13億４百万円と前年同四半期比９億19百万円の減益（△41.3％）となりました。

（欧州）

欧州では、主要車種の生産終了や減産により、売上高は112億９百万円と前年同四半期比３億３百万円の減収

（△2.6％）となり、新拠点立上げに伴う費用の増加もあり、セグメント損失は４億82百万円と前年同四半期比11

億63百万円の減益となりました。

（アジア）

中国及びタイでの新規立上げ効果により、売上高は349億67百万円と前年同四半期比18億74百万円の増収

（+5.7％）となり、セグメント利益は67億63百万円と前年同四半期比３億88百万円の増益（+6.1％）となりまし

た。

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

四半期報告書

 4/21



 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

また、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

会社の支配に関する基本方針

① 当社グループのめざすべきもの

当社は昭和21年に事業を開始して以来、自動車産業の発展と共に技術開発や生産システム作り、人材開発に積

極的に取組み、自動車内装部品の研究開発、製造、販売におけるトップメーカーとしての地位を築いてまいりま

した。

当社グループは長期ビジョンとして「グローバルエクセレントカンパニーの確立」の理念のもと、グローバル

市場における自動車内装部品企業としての地位を確立すべく、製品開発力・技術力の強化を図り、海外を含む取

引先への拡販を積極的に進めております。

これらの高い技術と共に、最高の品質と価格競争力をもった製品をグローバルに供給することによって、取引

先に満足していただくとともに、環境への影響を十分配慮した製品造りを通じて、社会に貢献できる収益力ある

企業であることが、当社グループのめざすべきものと考えております。

創業以来培ってきた高い志に基づく経営理念、品質、技術、そして企業文化を共有する人材という有形無形の

財産が、当社グループを継続的に発展、ひいては、広く社会から信頼される企業へと導き、企業価値・株主共同

の利益確保・向上を可能にするものと考えております。

② 基本方針

当社は上場会社である以上、原則として、株主は株式の自由な取引を通じて決まるものであり、当社自身の判

断で定めるべきではないと考えております。従いまして、大規模買付行為の提案に応じるか否かについても、あ

くまで、最終的には個々の株主の意思に基づき行われるべきものと考えております。

また、大規模買付行為が提案された場合、当社グループの企業価値に与える影響、大規模買付行為の目的や買

付後の経営方針等の情報が十分に株主に提供されるとともに、適切に判断する為の時間が十分確保されるべきで

あると考えております。

株式の大規模買付行為を行う者の中には、短期的利益を獲得することのみを目的とする者もおり、当社グルー

プの企業価値・株主共同の利益を毀損させる恐れが生じることもあり得ます。大規模買付行為により当社グルー

プの財務及び事業の方針の決定を支配するということは、すなわち、当社グループの経営理念、企業文化、或い

は将来のビジョンを理解し、企業価値・株主共同の利益の向上と社会的貢献に継続的に取組む責務を有するもの

であると考えておりますが、このようなことを理解せず、当社グループの企業価値・株主共同の利益を毀損させ

るような大規模買付行為を行う者は、当社グループの財務及び事業の方針を支配するものとして不適切であると

考えております。

③ 企業価値・株主共同の利益向上への取り組み

当社グループでは、企業価値・株主共同の利益向上への取り組みとして、以下の通り、中期経営計画に基づく

各施策と、コーポレート・ガバナンスの枠組みに基づく透明性の高い企業運営を行っております。

イ) 中期経営計画に基づく取組み

当社グループは「グローバルエクセレントカンパニー」という理念のもと、グローバル市場での自動車内装

部品企業としての地位を確立すべく、中長期の計画を策定し、企業価値向上の為の諸施策を実施しておりま

す。

ロ) コーポレート・ガバナンスの取組み

当社グループは、法令等を遵守し、事業等に関するリスクをコントロールしつつ、自律型・高収益企業とし

ての地位を確立することをめざしております。その為のコーポレート・ガバナンスの取組みとして、取締役会

を月１回以上開催し、経営の基本方針、法令で定められた事項及び経営に関する重要事項を決定することにし

ている他、2016年の株主総会を経て、監査等委員会設置会社に移行し、監査等委員会は、取締役の職務執行並

びに国内外の当社グループ会社の業務内容や財務状況の監視を行っております。また、執行役員制度を導入し

ており、業務執行に係る重要事項を経営会議において審議、決定する体制をとっております。関連規程を定

め、法令等に沿った適時開示を行う体制を整備している他、投資家向け説明会を通して、当社グループの取組

みを直接投資家に説明することや、当社ホームページに最新の企業情報を開示することで、透明性の高い経営

をめざしております。
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④ 基本方針に照らして不適切な者によって当社グループの財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組み

イ) 本対応方針の目的

当社は上場企業として当社株式の自由な売買を認めるべきであるとの考えから、ある特定の者から大規模買

付の提案がなされた場合、これを一概に否定するものではなく、あくまで個々の株主により最終的に判断され

るべきものと考えております。当社グループの財務及び事業の方針の決定を支配する者を、当社自身が判断す

るということは考えておりません。

しかしながら、大規模買付の提案の中には、当社グループの本源的価値を適切に反映していない恐れがある

ものや、株主、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーの皆様との中長期的な良好な関係が損なわれ

る恐れのあるものが無いとは言い切れません。また、当社グループの財務及び事業の方針を支配する者は、当

社グループの経営理念、企業文化、或いは将来のビジョンを理解・実践し、企業価値・株主共同の利益の向上

と社会的貢献に継続的に取組む責務を有するものであることを理解しない者が現れないとも限りません。

従いまして、不適切な者によって当社グループの財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する為

にも、大規模買付行為がなされた場合には、それに応じるか否かを個々の株主が判断する為の情報と時間を確

保すること、当社の取締役会が株主の皆様に代替案を提示する為の情報と時間を確保すること、そして透明性

を確保する為に、大規模買付者からの情報、提案、当社取締役会からの意見、提案を全て速やかに開示するこ

と、等を大規模買付ルールとして制定することにより、個々の株主が適切な判断を行える体制を整えることと

いたしました。

ロ) 大規模買付行為の定義

次のａ若しくはｂのいずれかに該当する行為（ただし、予め当社取締役会が承認したものを除き、また市場

取引、公開買付等の具体的な買付方法の如何を問いません）、またはその可能性のある行為を「大規模買付行

為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。

ａ．当社が発行する株券等（※注１）に関する大規模買付者の株券等保有割合（※注２）が20％以上となる当

社株券等の買付行為。

ｂ．当社が発行する株券等（※注１）に関する大規模買付者、及びその特別関係者（※注３）の株券等保有割

合（※注４）の合計が20％以上となる当社株券等の買付行為。

（※注１）金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株式等をいう。

（※注２）金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいう。

（※注３）金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいう。

（※注４）金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券等保有割合をいう。

ハ) 大規模買付ルールの制定

ａ. 意向表明書の提出

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず、当社代表取締役社長宛に、本件大規模買

付ルールを遵守する旨の誓約文書等を記載した意向表明書をご提出いただくこととします。この意向表明書

には、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、（国内）連絡先及び提案する大規模買付行

為の概要を明示していただきます。

なお、当社の取締役会は、大規模買付者から意向表明書を受領したことについて、速やかに情報開示を行

います。

ｂ. 大規模買付者に対する情報提供要求

当社が上記意向表明書を受領して10営業日以内に、株主の皆様の判断及び取締役会としての意見形成の

為、当社代表取締役社長宛に提供していただく情報（以下「大規模買付情報」といいます）のリストを大規

模買付者に交付します。その項目の一部は以下の通りです。

1) 大規模買付者（組合・ファンドの場合は組合員、その他構成員を含みます）及びそのグループの概要（具

体的名称、資本構成、財務内容等を含みます）。

2) 大規模買付行為の目的、方法及び内容（買付対価の価格・種類・買付の時期、関連する取引の仕組み、買

付方法の適法性、買付実行の蓋然性等を含みます）。

3) 買付価格の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報等）、及び買付資

金の裏付け（実質的提供者を含む資金の提供者の具体的名前、調達方法、関連する取引の内容を含みま

す）。

4) 大規模買付行為完了後に意図する当社経営方針、事業計画、配当政策、財政政策、資本政策、資産活用等

（当社に対し重要提案行為等を行う予定がある場合は、その具体的内容を含みます）。

5) 買付後の社員、取引先、顧客、その他の利害関係者の処遇方針。

6) 買付後の少数株主との利益相反回避策。

7) その他取締役会が合理的に必要と判断する情報。
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ｃ. 大規模買付者情報の追加提供と情報開示について

当社取締役会は、大規模買付行為の提案があった事実及び提供された大規模買付情報について、株主の皆

様の判断の為に必要と認められる場合には、適切と判断する時点でその全部、若しくは一部を開示するもの

といたします。

また、当初提供いただいた情報だけでは大規模買付情報として不足していると考えられる場合、十分な大

規模買付情報が揃うまで追加的に情報提供をしていただくことがあります。この場合は、当社取締役会は、

大規模買付者に対し、適宜回答期限を定めた上で、当社取締役会が追加で必要とする情報及び必要な理由を

通知するものとします。

ｄ. 評価期間

当社取締役会が十分な情報提供を受けたと判断した場合、60日（対価を円貨の現金のみとする公開買付に

よる全株式の買付の場合）、または90日（上記以外の大規模買付行為の場合）を取締役会による評価、検

討、交渉、意見形成、代替案立案の為の期間（以下「取締役会評価期間」といいます）として与えられるべ

きものと考えます。取締役会評価期間中、取締役会はフィナンシャルアドバイザー、公認会計士、弁護士、

コンサルタント、その他社外の専門家等の助言を受けながら、取締役会としての意見を慎重に取りまとめ、

一般に公開いたします。また、取締役会が必要と判断した場合には、大規模買付者との間で大規模買付行為

に関する条件の変更について交渉し、取締役会として株主の皆様に代替案を提示することもあります。大規

模買付行為は、係る取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるべきものといたします。

ニ) 大規模買付ルールが遵守されない場合の対応

当社の大規模買付ルールにつきましては、当社における手続きの透明性・客観性を高め、個々の株主が適切

な判断を行えるよう十分な情報を入手できる体制を整えることを目的としており、新株予約権や新株の割当を

用いた具体的な買収防衛策について定めるものではありません。

かかる大規模買付ルールが遵守されず、大規模買付行為がなされた場合、この手続き違反の事実のみをもっ

て直ちに新株予約権や新株の割当といった具体的な対抗処置を実施する予定はございませんが、善管注意義務

を負う受託者として、当社グループの企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するよう、適切に対処して

いく所存であります。

ホ) 大規模買付ルールが遵守された場合であっても、大規模買付行為が当社グループの企業価値及び株主共同の

利益の確保・向上に反すると認められる場合の対応

以下ａ.からｈ.の類型に該当すると認められ、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に反すると

当社取締役会が判断する場合には、当社取締役会は、適切な時点においてその判断を公開し、当社の企業価

値・株主共同の利益の確保・向上に資するよう、適切に対処していく所存であります。

ａ．真に当社グループの経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ、株価を吊り上げて高値で株式を当

社関係者に引き取らせる目的で当社株式の買付を行っていると判断される場合（グリーンメーラー）。

ｂ．当社グループの経営を一時的に支配して当社グループの事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘

密、主要顧客等をそのグループ会社に委譲させることを目的で当社株式の買付を行っていると判断される

場合。

ｃ．当社グループの経営を支配した後に、当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁

済原資として、不当に流用する目的で当社株式の買付を行っていると判断される場合。

ｄ．当社グループの経営を一時的に支配して、当社グループの不動産や有価証券等の高額資産を売却処分さ

せ、その処分益をもって一時的な高配当をさせるなどで株価の急上昇を狙い、当社の株式を売り抜ける目

的で当社株式の買付を行っていると判断される場合。

ｅ．大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、株主の判断の機会または自由を制約し、事実上、株主に

当社株式の売却を強要する恐れがあると判断される場合。

ｆ．大規模買付者による支配権取得により、株主、取引先、従業員等の当社グループステークホルダーの利益

を含む当社グループの企業価値が著しく毀損すると予想されたり、当社グループの企業価値の維持及び向

上を著しく妨げる恐れがあると合理的な根拠をもって判断される場合。

ｇ．大規模買付者の経営陣または主要株主に反社会勢力と関係する者が含まれている場合など、大規模買付者

が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切であると判断される場合。

ｈ．その他、当社グループの企業価値・株主共同の利益の確保・向上に明らかに反すると認められる場合。
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⑤ 大規模買付ルールの改廃等

大規模買付ルールにつきましては、平成29年５月23日より発効することとし、有効期間は３年間といたしま

す。ただし、当社は、有効期間中であっても、当該ルールについて随時再検討を行い、見直しすることがあるも

のといたします。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は10億49百万円であり、この他に新車開発及び既存製品の

改良等で発生した研究開発関連の費用は43億88百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

河西工業株式会社(E02174)

四半期報告書

 8/21



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 127,695,000

計 127,695,000
 

 

②【発行済株式】

 

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数 (株)

(平成30年12月31日)

提出日現在発行数 (株)

(平成31年２月６日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 39,511,728 39,511,728
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株で
あります。

計 39,511,728 39,511,728 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、平成31年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

　

　

②【その他の新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

 平成30年12月31日 － 39,511,728 － 5,821 － 1,455
 

 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①  【発行済株式】

平成30年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）  

－ －
 普通株式 706,900

完全議決権株式（その他）  普通株式 38,793,500 387,935 －

単元未満株式  普通株式 11,328 － －

発行済株式総数  39,511,728 － －

総株主の議決権  － 387,935 －
 

(注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式 5,000株（議決権 50個）

が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「業績連動型報酬制度」にかかる信託口が保有する当社

株式155,400株（議決権の数1,554個）が含まれております。

３．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式82株が含まれております。　

 
②  【自己株式等】

平成30年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 神奈川県高座郡     

河西工業株式会社 寒川町宮山3316  706,900 －  706,900  1.79

計 － 706,900 －  706,900  1.79
 

(注) 保有自己株式には、業績連動型報酬制度導入に伴い設定した信託口が保有する当社株式155,400株は含まれてお

りません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 19,598 17,218

  受取手形及び売掛金 25,874 30,017

  製品 958 1,024

  仕掛品 9,610 8,683

  原材料及び貯蔵品 4,977 5,839

  その他 4,912 5,141

  貸倒引当金 △87 △0

  流動資産合計 65,845 67,924

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※１  44,261 ※１  44,596

    減価償却累計額 △21,405 △22,294

    減損損失累計額 △584 △580

    建物及び構築物（純額） 22,270 21,722

   機械装置及び運搬具 ※１  67,636 ※１  73,321

    減価償却累計額 △47,384 △50,476

    減損損失累計額 △609 △908

    機械装置及び運搬具（純額） 19,641 21,937

   工具、器具及び備品 29,580 29,112

    減価償却累計額 △24,701 △24,327

    減損損失累計額 △57 △56

    工具、器具及び備品（純額） 4,821 4,728

   土地 7,522 7,506

   建設仮勘定 7,360 7,448

   有形固定資産合計 61,617 63,342

  無形固定資産   

   のれん 725 591

   その他 846 911

   無形固定資産合計 1,572 1,502

  投資その他の資産   

   投資有価証券 8,313 7,097

   その他 3,733 2,990

   貸倒引当金 △6 △7

   投資その他の資産合計 12,040 10,079

  固定資産合計 75,230 74,925

 資産合計 141,076 142,849
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 23,163 24,971

  短期借入金 12,995 14,167

  未払法人税等 1,218 744

  賞与引当金 1,487 927

  その他 12,031 10,681

  流動負債合計 50,896 51,492

 固定負債   

  長期借入金 14,495 17,395

  退職給付に係る負債 1,518 880

  その他 4,451 3,600

  固定負債合計 20,466 21,876

 負債合計 71,362 73,369

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,821 5,821

  資本剰余金 5,809 5,851

  利益剰余金 48,832 50,571

  自己株式 △585 △553

  株主資本合計 59,878 61,689

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,694 1,839

  為替換算調整勘定 △1,543 △2,172

  退職給付に係る調整累計額 0 86

  その他の包括利益累計額合計 1,151 △246

 新株予約権 29 12

 非支配株主持分 8,654 8,025

 純資産合計 69,713 69,480

負債純資産合計 141,076 142,849
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 166,399 168,703

売上原価 141,564 147,325

売上総利益 24,834 21,378

販売費及び一般管理費 13,388 14,186

営業利益 11,446 7,192

営業外収益   

 受取利息 173 217

 受取配当金 168 170

 持分法による投資利益 251 206

 為替差益 － 65

 その他 234 215

 営業外収益合計 828 875

営業外費用   

 支払利息 229 283

 為替差損 34 －

 その他 45 13

 営業外費用合計 309 296

経常利益 11,965 7,770

特別利益   

 固定資産売却益 23 7

 投資有価証券売却益 14 30

 補助金収入 371 －

 特別利益合計 409 37

特別損失   

 固定資産売却損 0 2

 固定資産除却損 44 27

 固定資産圧縮損 371 －

 災害による損失 － 27

 その他 3 2

 特別損失合計 420 60

税金等調整前四半期純利益 11,953 7,748

法人税、住民税及び事業税 3,206 2,860

法人税等調整額 772 △13

法人税等合計 3,979 2,847

四半期純利益 7,974 4,901

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,755 1,805

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,218 3,095
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 7,974 4,901

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 400 △855

 為替換算調整勘定 52 △896

 退職給付に係る調整額 185 85

 持分法適用会社に対する持分相当額 11 △64

 その他の包括利益合計 649 △1,731

四半期包括利益 8,624 3,169

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 6,759 1,696

 非支配株主に係る四半期包括利益 1,864 1,473
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

建物及び構築物 371百万円 371百万円

機械装置及び運搬具 19百万円 19百万円

合計 390百万円 390百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
 至 平成30年12月31日)

減価償却費 7,513百万円 7,049百万円

のれんの償却額 114百万円 117百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日
定時株主総会

普通株式 651 17.00 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金

平成29年11月７日
取締役会

普通株式 654 17.00 平成29年９月30日 平成29年12月６日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月22日
定時株主総会

普通株式 658 17.00 平成30年３月31日 平成30年６月25日 利益剰余金

平成30年11月６日
取締役会

普通株式 698 18.00 平成30年９月30日 平成30年12月６日 利益剰余金
 

(注) １. 平成30年６月22日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託が保有する自社の株式に対する

配当金額２百万円が含まれております。

２. 平成30年11月６日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託が保有する自社の株式に対する配当

金額２百万円が含まれております。

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

日本 北米 欧州 アジア 計

売上高        

  外部顧客への売上高 48,190 73,602 11,513 33,093 166,399 － 166,399

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

6,109 8 － 230 6,348 △6,348 －

計 54,299 73,610 11,513 33,324 172,748 △6,348 166,399

セグメント利益 1,672 2,223 681 6,375 10,953 492 11,446
 

（注）１．セグメント利益の調整額492百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

日本 北米 欧州 アジア 計

売上高        

  外部顧客への売上高 48,312 74,213 11,209 34,967 168,703 － 168,703

  セグメント間の内部
売上高又は振替高

7,597 4 577 558 8,737 △8,737 －

計 55,910 74,217 11,787 35,526 177,441 △8,737 168,703

セグメント利益
又は損失（△）

△259 1,304 △482 6,763 7,326 △134 7,192
 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△134百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
 至 平成30年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 161円85銭 80円13銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

6,218 3,095

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

6,218 3,095

普通株式の期中平均株式数(株) 38,423,632 38,628,065

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 161円26銭 80円06銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する
四半期純利益調整額(百万円)

－ －

普通株式増加数(株) 141,582 32,189

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

－  －

 

（注）当第３四半期連結累計期間については、役員向け業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式を

１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。なお、控除した当該株式の期中平均株式数は155,429株でありま

す。

 

 

２ 【その他】

第88期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）中間配当について、平成30年11月６日開催の取締役会にお

いて、平成30年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、配当を行っ

ております。

① 配当金の総額                                     698百万円

② １株当たりの金額                                　18円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日      平成30年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
  
  

 

 

 平成31年2月4日
 

河西工業株式会社

取 締 役 会  御中
 

 

 有限責任監査法人  トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 茂　木　浩　之 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 京 嶋 清兵衛 印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている河西工業株式会社

の平成30年4月1日から平成31年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間(平成30年10月1日から平成30年12

月31日まで)及び第3四半期連結累計期間(平成30年4月1日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、河西工業株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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